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［本研究の背景・目的］ 

本邦における健康食品の使用量は近年増大しつつあるが、健康食品による健

康被害も少なからず報告されている 1,2)。さらに、健康食品の使用は医薬品の効

果や副作用に影響を及ぼすこともある 3)。国内外において、医薬品服用者や慢性

疾患患者においては、健康成人と比較して健康食品を使用している割合が高い

ことが報告されている 4, 5) 。したがって医療従事者は、患者の健康食品使用に

まで気を配り、医薬品と同様、健康食品に関しても患者に対して正しい情報を

提供することが必要である。 

現在、医療従事者は、インターネット、書籍など様々な情報源から健康食品

情報を得ている。しかし、健康食品に関しては、医薬品の添付文書やインタビ

ューフォームのような整理された資料は不足しており、医療従事者から患者に

対して十分な指導、アドバイスを行うことは困難である。実際、我々の過去の

調査から、薬剤師の多くが、医薬品と健康食品との相互作用や特定の疾患を罹

患している患者における健康食品の使用の可否といった情報の不足を感じてい

ることが示されている 6)。また、現状では健康食品に関する学術的な知識を習得

する機会も少ない。 
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一方で、健康食品に対する医療従事者の関心の高さには個人差が大きく、健

康食品を取るに足らないものと考える医療従事者も少なくない 7)。本邦では多く

の医療従事者が患者に健康食品の使用を確認していないとの報告もあり 4)、医療

従事者に対する啓発も必要である。 

現在国内で頻用されている健康食品情報の提供システムとして、たとえば国

立健康・栄養研究所が運営するインターネットサイト「「健康食品」の安全性・

有効性情報」があるが 8)、最も情報が豊富であると思われる本サイトでさえ患者

での安全性・相互作用に関わる判断の基準となるような具体的なデータは少な

い。健康食品の有用性・安全性についての具体的な情報を、一般消費者の目に

も触れるインターネットサイトや書籍で提供することによって誤解を招きかね

ないという懸念もある。また、既存の情報提供システムはいずれも、医療従事

者を対象とした健康食品に関する教育・啓発を目的としたものではなく、健康

食品情報が必要になったときに利用する情報源としてのみの位置づけとなって

いる。 

我々は、2000年より薬剤師間情報交換・研修システム Internet-based 

Pharmacist’s Information-Sharing System（i-PHISS）、2005年より医師間情報交換・

研修システム Internet-based Medical Doctor’s Information-Sharing System

（i-MEDISS）を構築・運用してきた 9)。これらのシステムは、医療従事者の知

識・技能・態度の研鑽、医療ミスの低減を目的として、インターネットを介し

て医療従事者から臨床現場で起きた医薬品に関するアクシデント・インシデン

ト事例を収集し、それらの事例にエビデンスに基づく検討・解説を加えて再度

配信する登録制のシステムである。 

本研究では、i-PHISS、i-MEDISS のシステムを活用して、医薬品のみならず

健康食品に関しても、医療従事者のニーズに沿った健康食品情報コンテンツを
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作成し、それらの定期的な提供を行うことで、健康食品に対する医療従事者の

意識・知識と関心の向上を促すとともに、構築したシステムの有用性を検討す

ることを目的とした。 

 

 

［方法］ 

本研究では、「健康食品」を「消費者が健康によいものとして定期的に使用す

る医薬品以外の食品に含まれるビタミン、ミネラル、ハーブ、植物成分、酵素、

アミノ酸、これらの成分の濃縮物や代謝生成物」と定義した。 

 

1. 健康食品情報コンテンツの作成 

売り上げ上位の健康食品、症例報告や臨床試験により医薬品との相互作用が

報告されている健康食品を選択し、過去の調査結果をもとに規格化した健康食

品情報項目（Table 1）6)に沿って、これらの情報コンテンツを作成した。具体的

には、欧米のハーブ・サプリメントの書籍、インターネットサイト（Table 2）

を参考に、各健康食品の有用性・安全性の項目を整理し、各項目について PubMed、

the Cochrane Library、医学中央雑誌 Web を用いて文献調査を行った。安全性情

報は、Natural Medicines Comprehensive Database <http://www.naturaldatabase.com/> 

の基準を参考に危険度を 3 段階で評価した。有用性情報は、The Natural Standard 

evidence-based validated grading rationale 

<http://www.nlm.nih.gov/medlineplus/druginfo/natural /grading.html> の基準を参考

にエビデンスの信頼性を 3段階で評価した。とりわけ医療従事者からのニーズ

の高い医薬品と健康食品との相互作用情報については、文献化された症例報告、

臨床試験報告をもとに、医薬品服用中の患者から特定の健康食品の使用につい



4 

て相談された医療従事者を対象とした Q&A 形式の典型的事例を創作した。質

問の部 (Q) は、（1）患者基本情報（年齢、性別、服用中の医薬品）、（2）医療従

事者が患者から受けた相談内容の 2 つの要素から構成した。回答の部 (A) には

相談に対する回答を、症例、臨床試験、メカニズム、関連法規等に基づいてま

とめた。 

2. i-PHISS、i-MEDISS を介した医療従事者への定期的な情報提供 

i-PHISS、i-MEDISSのホームページ内に、健康食品情報コーナー「健食インフ

ォコーナー」を開設し、作成した情報コンテンツを定期的に公開した。また、

情報コンテンツの公開と同時に、i-PHISS、i-MEDISS の登録者に対し、電子メ

ールを配信することで、コンテンツ公開の周知と情報提供を行った。 

 

3. 定期的な情報提供に対する評価 

情報提供開始 3 ヶ月後に、i-PHISS、i-MEDISS の全登録者に対して、電子メ

ールで情報提供サービスの評価に関するアンケート調査を依頼した。調査は、

ウェブアンケート形式で行った（Table 3）。自由記述の回答については、KJ 法

10) に沿って、記述に含まれる情報を単位化し、内容ごとにカテゴリー分けして

集計した。 

 

 

［結果］ 

1. 健康食品情報コンテンツの作成 

規格化された健康食品の情報項目に沿って情報コンテンツを作成した。「医薬

品と健康食品との相互作用」情報は、Q&A 形式の事例として作成した。事例に

おける問題点を明確にするために、相談内容は 2-3 行の記述に統一した。 
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2. i-PHISS、i-MEDISSを介した医療従事者への定期的な情報提供 

情報提供サービスの全体図を Fig 1 に示した。i-PHISS、i-MEDISS のホーム

ページ内に、健康食品情報提供コンテンツ「健食インフォコーナー」を開設し

た。「健食インフォコーナー」をさらに 2 種類のコーナーに分け、規格化した

項目に沿って作成した情報コンテンツを「健康食品インデックス」コーナー内

で、医薬品と健康食品との相互作用の事例を「医薬品‐健康食品相互作用の相

談」コーナー内で、それぞれ月 1 回、月 3 回公開した。作成したコンテンツ

の中から「健康食品インデックス」コンテンツ（イチョウ葉、ウコン、GABA、

クランベリー、グルコサミン、コエンザイム Q10、サイリウム、ビール酵母、

ビルベリーなど）、「医薬品‐健康食品相互作用の相談」コンテンツを公開した

（Fig 2）。また、ウェブページの公開と同時に、「健康食品インデックス」で公

開した情報をもとに作成したクイズおよび「医薬品‐健康食品相互作用の相談」

で公開した情報の簡易版をメールマガジンとして発信し、ウェブページの閲覧

を促した（Fig 1）。 

 

3. 定期的な情報提供に対する評価 

薬剤師 157 名、医師 87 名から回答を得た。 

ウェブコンテンツをどのようなときに閲覧するかについては、医師、薬剤師

ともに 80% 以上の回答者が「メールマガジンが定期配信されたとき」とした（Fig 

3 (A)）。「健康食品インデックス」や「医薬品‐健康食品相互作用コーナー」は、

業務の役に立つと思うかという設問に対しては、両コンテンツとも 75-85% の

医師、薬剤師から「役に立つ」または「まあまあ役に立つ」との評価を得た（Fig 

3 (B) (C)）。「健康食品インデックス」、「医薬品‐健康食品相互作用コーナー」の

役に立つ点および役に立たない点を内容ごとにカテゴリー分けしてまとめた
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（Tables 4, 5）。役に立つ点として、前者で多かった回答は「情報に触れる機会を

得られる」（32 名）、「相互作用・安全性に関する情報が得られる」（28 名）で

あり、後者では「情報に触れる機会を得られる」（31 名）、「相談・診療の際の

回答に役立つ」（29 名）であった。役に立たない理由としては、「患者からめっ

たに健康食品についての相談を受けない」（5 名）、「結論が明確でない」（3 名）

等が挙げられた。このサービスを利用することによる健康食品に対する認識・

行動の変化についての回答（自由記述）をカテゴリー分けしたところ、最も多

かったのは「安全性・相互作用に対する意識が高まった」（45 名）という回答

であった（Table 6）。中には認識の変化のみならず、「積極的に健康食品使用の

有無を確認するようになった」「患者へのアドバイスに積極的になった」「積極

的に健康食品使用の有無を確認するようになった」といった行動の変化も認め

られた。 

 

  

［考察］ 

本研究では、i-PHISS、i-MEDISS という薬剤師、医師それぞれを対象とした

医薬品情報提供のためのシステムを活用して、医療従事者の情報ニーズを考慮

した教育的な健康食品情報の定期的な提供を実施した。 

本研究では、具体的な症例報告・臨床試験の詳細、健康被害等の回避方法、

有用性の確認されている摂取量、有用度・危険度といった情報を提供した（Table 

1）。医師・薬剤師双方とも 75% 以上の回答者から「健康食品インデックス」「医

薬品‐健康食品相互作用の相談」両コンテンツとも「役に立つ」との評価を得

ることができたが（Fig 3 (B)(C)）、その要因は以下の 3 点であると考える。1 点

目として、医療従事者に健康食品についての情報に定期的に触れる機会を提供
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したことがあげられる。「健康食品インデックス」「医薬品‐健康食品相互作用

コーナー」の評価ではそれぞれ 32 名、31 名の医療従事者が「情報に触れる機

会となる」点を評価していた（Table 4, 5）。健康食品のアドバイザリースタッフ

の資格を取得するなど自主的に学ぼうとしない限り、健康食品に関する学術的

な情報に触れる機会は少ない現状において、整理された情報を単に公開するだ

けではなく、積極的に情報提供を行うことの意義が示された。2 点目として、

多くの薬剤師から必要とされていた 6)、医薬品と健康食品との相互作用、特定

の疾患患者における使用の可否、妊婦における使用の可否等の安全性情報、情

報の信頼性も含めた有用性情報を詳細に提供したことがある。とくに相互作

用・安全性に関する情報に対して、多くの医療従事者から好意的な評価が得ら

れ（Table 4）、情報ニーズをある程度満たすことができたと考える。3 点目とし

て、とりわけ薬剤師の情報ニーズの高かった医薬品と健康食品との相互作用に

関する情報は相談事例形式に加工し、情報量の多い「健康食品インデックス」

コンテンツは重要な箇所を抜粋してクイズ形式にする、といったように情報を

加工して提供したことがある。とくに「医薬品‐健康食品相互作用コーナー」

に関しては、自由記述の中で計 29 名の医療従事者から「相談・診療の際の回

答に役立つ」との評価が得られ（Table 5）、安全性・相互作用に関する情報が不

十分であり患者からの問い合わせに対応できないという既存の情報源の不足 6)

を満たすものであったと考える。また、計 9 名の医療従事者から「身近である」

という点も評価されており（Table 5）、情報を加工することで医療従事者にとっ

てはより身近で、知識として習得しやすいものになったと考える。 

多くの医療従事者がメールマガジン配信の際に、同時に詳細なウェブコンテ

ンツを閲覧しており（Fig 3 (A)）、メールマガジンがきっかけとなって定期的な

学習が行われている可能性が示された。自由記述による評価であったにもかか
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わらず、31 名の薬剤師、14 名の医師が「安全性・相互作用に対する意識が高

まった」としたことからも（Table 6）、定期的な情報提供を行うことによって、

医療従事者に新たな知識を付与するのみならず、健康食品に対する意識をも向

上させたといえるだろう。本邦において、インターネットサイトによる健康食

品情報の提供やメールマガジンによる医薬品・健康食品に関するニュースや行

政情報の提供は実施されているが 8, 11)、健康食品・サプリメントに関する教育

的コンテンツの定期的な提供は行われていない。海外の研究報告によると、医

療従事者に対する電子メール、ウェブサイトでのハーブ・サプリメント情報の

提供は、彼らの知識、自信、コミュニケーションスキルを向上させることが示

されている 12, 13)。また、ハーブに関する情報に継続的に触れる機会のある薬

剤師の方が「ハーブについての情報提供は薬剤師の責任である」と考える傾向

があることも報告されている 14)。 

さらに、一部の医療従事者においては、知識・意識の向上のみならず、「積極

的に健康食品使用の有無を確認するようになった」といったように、行動にも

変化が生じた（Table 6）。医療従事者に対する情報提供が、健康食品に対する医

療従事者の注意を喚起するとともに、患者とのコミュニケーションを促進した

可能性がある。しかしながら、この結果は限定的なものであり、医療従事者の

意識の変化が、実際に患者の安全な健康食品使用につながるか否かについては、

本研究からは明らかにできなかった。さまざまな医学分野での研究から、一方

向の教育による影響は限定的なものであり、医療従事者の行動様式を変化させ

るには相互作用的な方法をとることが必要であると報告されている 15)。現在、

i-PHISS、i-MEDISS では、医薬品について医療従事者からの情報収集も行って

いるが、さらに多くの医療従事者の意識、行動を変容させる方法の一つとして、

健康食品に関しても同様に、双方向性の情報システムを提供することがあげら
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れよう。 

以上のように、医療従事者の実用性を考慮した健康食品情報を創製し、メー

ルマガジン、インターネットサイトを介して、医師・薬剤師に健康食品情報の

提供を実施するシステムを構築、運用することによって、定期的な情報提供、

事例形式の情報、規格化された情報の有用性が示され、健康食品に対する医療

従事者の関心を喚起することができた。 
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